第２　災害発生時の対応
　～風水害編～
１．災害発生の可能性が高まった段階から救出救命期（災害発生後6時間）までの対応
　①災害対策本部との連携
　　市域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、市は、災害応急対策を総合的に実施する必要があると認めたときは、災害対策本部を設置し、応急活動に万全を期すこととしています。
　　災害時要援護者支援班のうち保健福祉部に所属する各課及び社会福祉協議会の職員は、災害対策本部が設置された場合には、災害対策本部の保健福祉部門の活動班として、各地区の災害時要援護者支援協議会と連携し、要援護者への「避難準備（要援護者避難）情報」の伝達や要援護者の避難誘導、安否確認等を行います。

〈組織体制〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　現地災害対策本部
小山市　　　　　　　本部事務局
災害対策本部　　　　　　　　　　　　総務部各班

　本部連絡員　　　企画財政部各班　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民生活部各班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健福祉部各班　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力部各班
〈活動内容〉

　　総務・情報担当
　　○職員の招集・配置

　　○「避難準備（要援護者避難）情報」の伝達

　　○要援護者の避難誘導・安否確認

　　○放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者への対応

　　○要援護者の特性に配慮した物資等の確保・分配

　　○ボランティアとの連携
　　○要援護者への相談体制の整備
○保健福祉サービスの提供

　福祉避難所担当

　　○福祉避難所の開設・運営

　　○要援護者の特性に配慮した物資等の配布

　　○要援護者に対する相談の実施

　　○要援護者に対する災害情報の伝達

 ②「避難準備（要援護者避難）情報」の伝達

　　災害対策本部から「避難準備（要援護者避難）情報」が発令された場合、災害時要援護者避難支援班の総務・情報担当は、地区災害時要援護者支援協議会の構成団体である自治会、民生委員・児童委員等、関係機関へ情報を伝達します。
また、災害時要援護者登録台帳兼避難支援「個別」プラン等を基に、様々な情報伝達手段（一斉携帯メール・ファックス等）を利用して、災害情報伝達支援者、避難支援者、要援護者に「避難準備（要援護者避難）情報」を伝達します。

　

※避難情報等の提供にあたっては、伝達内容を事前になるべく平易な表現で定め、具体的に危険性がわかる状況、避難所の開設情報等を加えて提供します。

　③避難誘導

　　避難支援者は、「避難準備（要援護者避難）情報」が発令された場合は、自分や家族の安全を確保し、また要援護者の避難準備完了後直ちに、要援護者を避難支援「個別」プランに基づき、あらかじめ指定された避難所等に避難させます。
〈「避難準備（要援護者避難）情報」の伝達の流れ〉

[image: image1]
　④安否確認

　　ア．在宅の要援護者の安否情報の把握

　　(ア)　地区災害時要援護者避難協議会は、各避難所においてあらかじめ把握している避難支援「個別」プランに基づき、要援護者の安否確認を開始します。
　　(イ)　安否確認できない要援護者がいる場合は、速やかにその要援護者宅に安否確認に向かいます。

　　(ウ)　要援護者の安否が確認できない場合は、速やかに、その旨を災害時要援護者支援班の総務・情報担当に報告します。
　　(エ)　災害時要援護者支援班総務・情報担当は、各避難所に照会をするなど安否不明の要援護者の所在確認をするとともに、安否不明の要援護者について怪我等推測される場合には、必要に応じて、消防や警察等に救助の要請をします。
　　(オ)　災害時要援護者支援班総務・情報担当は、要援護者の安否情報を集約し、災害対策本部、消防、警察及び地区災害時要援護者避難協議会等関係機関に提供することで情報の共有化を図ります。
　　イ．社会福祉施設等に入所している要援護者の安否情報等の把握

　　　　災害時要援護者支援班総務・情報担当は、市内の社会福祉施設等についても、被害状況や負傷者等の情報を集約します。
２．避難救命期（６時間～７２時間程度）の対応

　①県及び他市町村への応援要請と対応
　　被害の状況等を把握し、必要があると認めるときは、災害対策本部をとおして県や災害応援協定を締結した他市町村に対して、要援護者に必要な物資の提供や専門支援スタッフの派遣、社会福祉施設への緊急一時入所等を要請します。
　　なお、物資やスタッフ等について、福祉避難所からの状況報告等を基に必要な箇所に配置します。
　②福祉避難所及び民間福祉避難所の開設

　　災害時要援護者避難支援班の福祉避難所担当は、あらかじめ指定していた福祉避難所の施設の安全を確認するとともに、身体介護や医療相談等の必要な生活支援の提供体制が整備され次第、福祉避難所として開設します。
　　民間の社会福祉施設については、緊急一時入所の可否、受入可能人数等を確認します。受入が可能な社会福祉施設等に対しては、事前に締結した協定に基づき、民間福祉避難所として開設を要請します。
　③福祉避難所の運営
　ア　医療支援・介護支援スタッフの配置

　　　要援護者の健康管理や医療相談、介護等に当たれるよう、小山市医師会や看護協会小山支部等の地元医療関係機関や、福祉関係機関と連携し、市の保健師や医療・介護支援スタッフを配置します。

　　イ　情報の提供

　　　要援護者にも情報がもれなく伝達されるように、複数の情報伝達手段を使って情報を提供します。
	聴覚障害者
	掲示板の張り紙、広報誌等の文字情報、手話通訳、字幕番
組受信機能付きテレビ、見えるラジオ

	視覚障害者
	構内放送等の音声情報、テレビ、ラジオ、点字による情報


　　
　ウ　相談窓口の設置等
　　　福祉避難所における要援護者のニーズを把握するため、要援護者のための相談窓口を設置するとともに、巡回相談などを実施します。

　
　エ　ニーズに応じた物資等の提供

　　　福祉避難所における要援護者のニーズに応じた生活用品や物資等を提供するよう努めます。
　オ　民間福祉避難所や病院等への移送

　　　市の保健師は、医療スタッフの協力により福祉避難所における要援護者の定期的な体調把握に努め、民間福祉避難所への入所や、医療機関への入院が適切であると判断された要援護者については、速やかに民間福祉避難所や病院等に搬送します。

　　

　④放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者への対応

　　災害時要援護者支援班、総務・情報担当は、人工透析を必要とする慢性腎障害者や特定の医薬品が不可欠な難病患者、酸素供給装置等を必要とする低肺機能者など、放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者について、避難支援「個別」プランから対象者を把握し、その所在を確認するとともに、避難支援「個別」プランに基づき、医療機関等と連絡調整を図り、人工透析患者を受け入れる体制や、必要な医薬品、酸素供給装置などを確保します。
３．応急対策期（７２時間～１週間）の対応

　①支援スタッフの配置
　　自分の力だけでは生活が困難な要援護者に対しては、介護等の必要性に応じて生活行動を支援するスタッフを配置します。

	日常的な行動に介護を要する者
	ホームヘルパー

	聴覚障がい者
	手話通訳者

	視覚障がい者
	ガイドヘルパー


　②ボランティアとの連携

　　小山市社会福祉協議会は、ボランティア支援センターと協力しボランティア団体等で組織した災害ボランティアセンター（仮称）を立ち上げ、必要な場所に要援護者支援のためのボランティアを配置します。

　　ボランティアの活動に対するニーズは刻々と変化するため、災害時要援護者支援班と災害ボランティアセンター（仮称）は、随時、ニーズの把握に努め、情報を共有し、ボランティアに最新の情報を提供します。
　
　③要援護者の特性に配慮した物資等の配布

　　日常的に使われる物資等が要援護者の特性によって異なるため、相談窓口の設置や巡回相談などにより要援護者のニーズを把握し、要援護者の特性に配慮した物資等の配付を行います。

　　食物アレルギーのある方については、一般の救援物資等が食べられないので、アレルギー用食品等を提供できるよう、薬局等と事前協定を結んでおきます。
	高齢者
	車いす、携帯トイレ、紙おむつ

	身体障がい者
	車いす、携帯トイレ、紙おむつ、ストーマ装具


４．復旧期（１週間～）の対応

　①要援護者への相談体制の整備
　　ア　災害時要援護者総合相談窓口の設置

　　　保健福祉の相談窓口に災害時要援護者相談窓口を設置し、総合的な保健福祉に関する相談等を行います。

　　　スタッフは、保健福祉部職員や社会福祉協議会職員の他、手話通訳者、要約筆記者など専門ボランティアの中から人選します。

　　

　　イ　巡回相談の実施
　　　保健師、ケースワーカー等の保健福祉専門職員による巡回相談チームを編成し、要援護者の実態調査、ニーズの把握に努めるとともに、医療機関等と連携し、必要な医療相談や保健指導を行います。
　〈巡回相談の実施方法〉
　　(ア)　実態調査、ニーズの把握には、災害時要援護者調査票等を作成し、迅速かつ効果的に行います。

　　(イ)　地区災害時要援護者支援協議会や民生委員・児童委員と連携し、個別訪問による要援護者の実態調査により、ニーズの把握を行います。
　②保健福祉サービスの提供

　　巡回相談チームによる実態調査とニーズの把握に基づき、必要な保健福祉サービスを継続的に提供するために、調査の集約やニーズ量を算出し、保健福祉サービス事業者と調整を行い、サービスの提供を開始します。
　～震災編～

１．災害発生直後から救出救命期（災害発生～6時間）までの対応

　①災害対策本部の設置

　　市は、災害対策の責務を遂行するため必要と認めるときには、災害対策本部を設置します。

　　災害時要援護者支援班は、災害対策本部が設置された場合には、災害対策本部の保健福祉部門の活動班として、要援護者の避難誘導や安否確認などを行います。

　〈組織体制〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　現地災害対策本部

小山市　　　　　　　本部事務局

災害対策本部　　　　　　　　　　　　総務部各班

　本部連絡員　　　企画財政部各班　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民生活部各班

　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健福祉部各班　　　　　　　　　　　 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力部各班

〈活動内容〉

　　総務・情報担当

　　○職員の召集、配置

○要援護者の避難誘導・安否確認

　　○放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者への対応

　　○支援スタッフの配置

　　○ボランティアとの連携

　　○要援護者の特性に配慮した物資等の確保・分配

　　○要援護者への相談体制の整備

　　○保健福祉サービスの提供

　　○要援護者に対するメンタルケアの実施

　　○要援護者に配慮した応急仮設住宅対策

　　○住宅の斡旋

　　福祉避難所担当

　　○福祉避難所の開設・運営

　　○要援護者の特性に配慮した物資等の配布

　　○要援護者に対する相談の実施

　　○要援護者に対する災害情報の伝達

　②避難誘導

　　避難支援者は、自分や家族の安全を確保した後、直ちに、要援護者を避難支援「個別」プランに基づき、指定された避難所等に避難させます。

　③安否確認

　　ア．在宅の要援護者の安否情報の把握

　　（ア）地区災害時要援護者支援協議会は、各避難所において、あらかじめ把握している避難支援「個別」プランに基づき、要援護者の安否確認を開始します。

　　（イ）安否確認できない要援護者がいる場合は、速やかにその要援護者宅に安否確認に向かいます。

　　（ウ）要援護者の安否が確認できない場合は、速やかに、その旨を災害時要援護者支援班総務・情報担当に報告します。

　　（エ）災害時要援護者支援班総務・情報担当は、各避難所に照会をするなど安否不明の要援護者の所在確認をするとともに、安否不明の要援護者について怪我等推測される場合には、必要に応じて、消防や警察等に救助の要請をします。

　　（オ）災害時要援護者支援班総務・情報担当は、要援護者の安否情報を集約し、災害対策本部、消防、警察及び地区災害時要援護者避難協議会等関係機関に提供することで情報の共有化を図ります。

　　イ．社会福祉施設等に入所している要援護者の安否情報等の把握

　　　　災害時要援護者支援班は、市内の社会福祉施設等についても、被害状況や負傷者等の情報を集約します。

２．避難救命期（６時間～７２時間程度）の対応

　①県及び他市町村への応援要請と対応

　　被害の状況等を把握し、必要があると認めるときは、災害対策本部をとおして県や災害応援協定を締結した他市町村に対して、要援護者に必要な物資の提供や専門支援スタッフの派遣、社会福祉施設への緊急一時入所等を要請します。

　　なお、物資やスタッフ等について、福祉避難所からの状況報告等を基に必要な箇所に配置します。

　
②福祉避難所及び民間福祉避難所の開設

　　災害時要援護者避難支援班の福祉避難所担当は、あらかじめ指定していた福祉避難所の施設の安全を確認するとともに、身体介護や医療相談等の必要な生活支援の提供体制が整備され次第、福祉避難所として開設します。

　　民間の社会福祉施設については、緊急一時入所の可否、受入可能人数等を確認します。受入が可能な社会福祉施設等に対しては、事前に締結した協定に基づき、民間福祉避難所として開設を要請します。

　③福祉避難所の運営

　　ア　医療支援スタッフの配置

　　　要援護者の健康管理や医療相談等に当たれるよう、小山市医師会や看護協会小山支部等の地元医療関係機関と連携し、市の保健師や地元医療関係者等を配置します。

　
　イ　情報の提供

　　　要援護者にも情報がもれなく伝達されるように、複数の情報伝達手段を使って情報を提供します。

	聴覚障害者
	掲示板の張り紙、広報誌等の文字情報、手話通訳、字幕番組受信機能付きテレビ、見えるラジオ

	視覚障害者
	構内放送等の音声情報、テレビ、ラジオ、点字による情報


　　ウ　相談窓口の設置等

　　　地区福祉避難所における要援護者のニーズを把握するため、要援護者のための相談窓口を設置するとともに、巡回相談などを実施します。

　　エ　ニーズに応じた物資等の提供

　　　生活用品や物資等は、要援護者のニーズに応じて地区福祉避難所に提供します。
　　オ　拠点福祉避難所等や病院への移送

　　　市の保健師は、医療スタッフの協力により地区福祉避難所における要援護者の定期的な体調把握に努め、拠点福祉避難所や民間福祉避難所等への入所が適切であると判断した要援護者を順次移送します。

　　　また、医療機関での治療が必要となった要援護者を、速やかに病院に搬送します。

　④放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者への対応

　　災害時要援護者支援班の両担当は互いに協力し、人工透析を必要とする慢性腎障害者や特定の医薬品が不可欠な難病患者、酸素供給装置等を必要とする低肺機能者など、放置すると生命に関わる疾病を有した要援護者について、避難支援「個別」プランから対象者を把握し、その所在を確認するとともに、避難支援「個別」プランに基づき、医療機関等と連絡調整を図り、人工透析患者を受け入れる体制や、必要な医薬品、酸素供給装置などを確保します。

３．応急対策期（７２時間～１週間）の対応

　①支援スタッフの配置
　　自分の力だけでは生活が困難な要援護者に対しては、介護等の必要性に応じて生活行動を支援するスタッフを配置します。

	　日常的な行動に介護を要する者
	ホームヘルパー

	聴覚障害者
	手話通訳者

	視覚障害者
	ガイドヘルパー


　②ボランティアとの連携

　　小山市社会福祉協議会は、ボランティア支援センターと協力しボランティア団体等で組織した災害ボランティアセンター（仮称）を立ち上げ、必要な場所に要援護者支援のためのボランティアを配置します。

　　ボランティアの活動に対するニーズは刻々と変化するため、災害時要援護者支援班と災害ボランティアセンター（仮称）は、随時、ニーズの把握に努め、情報を共有し、ボランティアに最新の情報を提供します。

　③要援護者の特性に配慮した物資等の配布

　　日常的に使われる物資等が要援護者の特性によって異なるため、相談窓口の設置や巡回相談などにより要援護者のニーズを把握し、要援護者の特性に配慮した物資等の配付を行います。

　　食物アレルギーのある方については、一般の救援物資等が食べられないので、アレルギー用食品等を提供できるよう、薬局等と事前協定を結んでおきます。

	高齢者
	車いす、携帯トイレ、紙おむつ

	身体障がい者
	車いす、携帯トイレ、紙おむつ、ストーマ装具


４．復旧期（１週間～２週間）の対応

　①　要援護者への相談体制の整備
　　ア　災害時要援護者総合相談窓口の設置

　　　　保健福祉の相談窓口に災害時要援護者相談窓口を設置し、総合的な保健福祉に関する相談等を行います。

　　　　スタッフは、保健福祉部職員や社会福祉協議会職員及び手話通訳者・要約筆記者などの専門ボランティアの中から人選します。

　　

　　イ　巡回相談の実施

　　　　保健師、ケースワーカー等の保健福祉専門職員による巡回相談チームを編成し、要援護者の実態調査、ニーズの把握に努めるとともに、医療機関等と連携し、必要な医療相談や保健指導を行います。

　〈巡回相談の実施方法〉
　　(ア)　実態調査、ニーズの把握には、災害時要援護者調査票等を作成し、迅速かつ効果的に行います。

　　(イ)　福祉避難所においては、対面調査による要援護者の実態調査によりニーズの把握を行います。

　　(ウ)　民間福祉避難所においては、施設管理者からの報告に基づき、要援護者の実態調査、ニーズの把握を行います。
　　(エ)　在宅の要援護者については、地区災害時要援護者支援協議会や民生委員と連携し、個別訪問による要援護者の実態調査、ニーズの把握を行います。
　　　　
　②要援護者に対するメンタルケアの実施
　　　災害発生時の恐怖や避難所での厳しい生活等から、心的外傷後ストレス障害（PTSD）等の心配があるため、被災した要援護者に対するメンタルケアが必要です。健康福祉センター、児童相談所等の職員と連携しメンタルケアを実施します。

５．復興対策期（２週間～）の対応

　①保健福祉サービスの提供

　　巡回相談チームによる実態調査とニーズの把握に基づき、必要な保健福祉サービスを継続的に提供するために、調査の集約やニーズ量を算出し、保健福祉サービス事業者と調整を行い、サービスの提供を開始します。

　　
　②要援護者に配慮した応急仮設住宅対策

　ア　要援護者等の優先入居

　　　市は、要援護者の住居の損害が大きく、避難生活が長期化する場合には、速やかに仮設住宅を設置します。

　　　要援護者やその家族は、身体的・肉体的な負担が大きいことから、一般の被災者に優先して、仮設住宅に入居させます。

　イ　要援護者にやさしい仮設住宅の設置

　　　要援護者が生活行動等に支障がないよう、要援護者の障害等に対応した使いやすい、バリアフリーの仮設住宅の設置を行います。

　　　また、要援護者の生活環境は、災害前の生活圏内が望ましいことから、仮設住宅は可能な限り災害前の居宅に近い場所に設置します。

　ウ　定期的巡回の実施

　　　要援護者が居住する仮設住宅については、保健師、民生委員・児童委員、ホームヘルパーによる定期的な巡回訪問により、安否や健康状態、生活状況等の確認を行うとともに、必要に応じて住宅福祉サービスの提供も行います。
　③住宅の斡旋

　　　要援護者の健康状態、必要な介護の状態等を考慮し、公営住宅等の斡旋を行います。
災害時要援護者


支援班





発令の90分


後の目標





発令の20分後の目標





２　災害対策本部が「避難準備（要援護者避難）情報」を発令





　　　　　　　　


１　予警報等により災害発生が予測される状況





　　　　　　  


３　災害時要援護者支援班総務・情報担当は、地区要援護者支援協議会、災害情報伝達支援者、避難支援者、要援護者に情報を伝える。併せて、福祉避難所担当は避難所を開設する。


　　　　　　　 ４　情報の伝わりにくい要援護者には、災害情報伝達支援者（避難支援者を含む）から、要援護者に情報を伝える。


　　　　　　　 ５　情報伝達完了。避難支援者は、避難支援「個別」プランに基づき、避難誘導を開始する。


　　　　　　　 ６　避難行動完了。地区要援護者支援協議会等は、各避難所において避難支援「個別」プランに基づき、要援護者の安否確認を行います。





災害時要援護者


支援班





福祉避難所担当





総務・情報担当





福祉避難所担当





総務・情報担当
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